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論文要旨

高齢者における地域別にみた「生きがい 」の実証研究

長谷川明弘学位申請者氏名

本論文では、実証研究によって「生きがい」の関連要因とその構造について、
居住地域毎の特性を明確にすることを目的とした。しかし、「生きがい」という主題が壮大
なために、目的が曖昧となることが危惧されるので、高齢者に限定した研究を行った。

年 月、世界保健機構( )総会で、その健康の定義の中に「 」と共1999 5 W.H.O. dynamic
に「 」を追加することが提案された。この中で議論が分かれたのは、 といspiritual spiritual
う用語の解釈が国によってちがう点であった。一方日本では、「生きがい」という言葉は、ラ
イフスタイルや健康、生活の質( )を議論する中で度々用いられてきたQuality of Life:QOL
が、 に含まれるような宗教的な意味合いが乏しいことが指摘されている。また「生spiritual
きがい」という語は、自治体の事業名に度々使用されているものの、老年学の専門家の間
で統一された定義がなされていないのが現状であった。
第１章１節では、国内外の、主観的幸福感を含む「生きがい」に関する研究で報告され

た定義や関連要因について、先行研究文献を整理し、「生きがい」の構成要素を新たに
概念規定し、今後の課題と研究の方向を考える際の資料とすることを研究の目的とした。
文献を概観し、「生きがい」を「今ここで生きているという実感、生きていく動機となる個人
の意識」と定義した。さらに「生きがい」の構成要素は、「あなたの『生きがい』は何か」と尋
ねられた時に思い浮かべる「(生きがいの）対象」と、これと同時に湧いてくる「（「生きがい」
の対象に）伴う感情」を統合した、主体性を持つ自己の心の働きであると定義した。「対
象」には過去の経験、現在の出来事、未来のイメージが含まれ、「伴う感情」には自己実
現と意欲生活充実感、生きる意欲、存在感、主動感などの種々の感情が含まれることとし
た。第１章２節では、本論文における調査研究の意義と研究仮説、ならびに調査地域(農
村地域、都市近郊農漁村地域、大都市近郊地域)の特徴を示した。
第２章１節では、農村地域に居住する高齢者の「生きがい」の有無について 関連要因、

を明らかにすることを目的とした。調査対象は、 年 月 日現在、新潟県 町に2000 10 1 Y
居住する 歳以上の住民のうち、回答が得られた 名であった。農村地域に居住65 1,544
する高齢者の「生きがい」には、男女差や世代差があることを示した。男性の前期高齢者
( 歳)では、生命に関わる疾患や入院・転倒経験が、「生きがいあり」と負の関連を有65-74
する可能性が示唆された。女性の前期および後期高齢者( 歳以降)では、交友活動と75
正の関連を認めた。また性別に関係なくすべての世代において、散歩・運動・趣味などの
余暇活動ならびに知的能動性と「生きがいあり」との間に、正の関連を認めた。
第２章２節では、都市近郊農漁村地域における在宅高齢者の「生きがい」の構造を、実
証的に明確にすることを目的とした。調査対象者は、佐賀県 町に居住する 歳以上H 65
の住民のうち、回答の得られた 名であった。「生きがい」を問う項目では、対象とな1,354
る強さについて４件法で尋ね、その他調査項目には、基本属性、身体状況、生活満足
度、生活機能、生活習慣、社会活動性が含まれた。共分散構造分析の結果、高い適合
度が得られた。潜在変数として設定した『年齢と生活自立』は、「年齢」、「手段的自立」、
「社会的役割」の観測変数によって構成されていた。加齢は制御できないものの、「生きが
い」を高めていくためには、「社会的役割」や「手段的自立」を高めていく必要性が示唆さ
れた。また『「今、ここ」での「生きがい」対象』は、男女共通して「ボランティア活動」、「学習



や教養を高める活動」、男性が「自治会等の活動」、女性が「社会の役割」から構成されて
いた。「伴う感情」について、男女共通して「昨年と比較して元気か」への影響が大きく、男
性では「今の生活が幸せか」へ、女性では「健康度自己評価」へ影響を与えていた。また
男性では、『家族的な「生きがい」対象』から、『年齢と生活自立』および『伴う感情』への影
響は、ほとんど認められなかった。
第３章では、大都市近郊地域に居住する高齢者の「生きがい」の有無について、その

。 、 、関連要因を明らかにすることを目的とした 調査対象者は 年 月 日現在2001 1 1
、 。埼玉県 町に居住する 歳以上の住民のうち 回答が得られた 名であったH 65 1,002

大都市近郊地域に居住する高齢者の「生きがい」には、男女差や世代差があるこ
とが示された。男性の前期高齢者では、生命に関わる疾患や入院の経験などの身
体状況が「生きがいあり」と負の関連を有する可能性が示唆され、さらに近所や
友人づきあいの頻度の高さと正の関連を認めた。男性の後期高齢者と女性の前期
高齢者において、集団活動への参加の高さと正の関連を認めた。また、高齢者用
うつ尺度( )の得点は性別や世代を問わず高くなる、つまりうつ状態が強まるGDS
と負の関連を有することも示された。
第４章では、高齢者の「生きがい」の有無と家族構成、生活機能、身体状況と

の関連を、農村地域、大都市近郊地域などの居住地域による特徴を比較しつつ明
。 、 。らかにすることを目的とした 調査対象者は ２章１節および３章と同じである

両地域共に、健康度自己評価、知的能動性ならびに社会的役割が関連要因として
示された。農村地域では、家族構成が「生きがい」と強い関連を認め、性別や世
代によって関連の強さが異なった。また、大都市近郊ニュータウン地区では、男
性において入院経験の有無が「生きがい」の有無との間に強い関連があり、世代
によって正負の関連が変動した。
終章では、各章を総括し、本研究で得られた知見、特徴および今後の課題を示

し、提言を行った。本論文で得られた知見は、以下の通りであった。自治体や専
門家が「生きがい」増進に関わっていく場合、農村地域では、家族構成の影響を
考慮する必要があり、子や孫などと一緒に参加できる場所の提供や、ボランティ
アや自治会など社会と関わる機会の提供が 「生きがい」増進につながる可能性が、
示唆された。ただし男性では、農村地域に居住していても、夫婦のみ都市的生活
をしている場合は、家族の影響が弱いことを考慮する必要もあった。男性の前期
高齢者では、居住地域とは関係なく、生命に関わる疾患や入院・転倒経験を予防
する取り組みや、身体機能の維持を目指す取り組み支援が期待される。一方 「生、
きがい」増進のために高齢者個人ができることに、学習や教養を高める活動など
知的機能や手段的自立を維持すること、スポーツやレクリエイションを楽しむこ
と、グループ活動への参加や交友活動、散歩、趣味などが挙げられるが、これら
を楽しむこの大切さを情報として提供をすることが重要であろう。うつにならな

、 。いための予防策として日々の生活の大切さを 情報提供することも有効となろう
本論文の大きな特徴は、次の５点である。 )文献調査によって「生きがい」を1

定義し 「生きがい」の構成要素・構成概念を明確化し、モデルで示した。 )「生、 2
きがい」の有無を目的変数として検討し、 )分析疫学による手法を用いて、農村3
地域、都市近郊農漁村地域、大都市近郊地域において「生きがい」に関する実証
研究を実施してその地域特性を示し、 )性別や世代別による「生きがい」の特徴4
を示した )実証研究で得られたデータに基づいて 文献調査から構築された 生。 、 「5
きがい」モデルの検討を行った。




